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表紙

第23回定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

第23期（自2025年4月1日　至2026年3月31日）
■　事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」
■　事業報告の「業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項」
■　事業報告の「内部統制システムの運用状況の概要」
■　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
■　連結計算書類の「連結注記表」
■　計算書類の「株主資本等変動計算書」
■　計算書類の「個別注記表」

株　主　各　位

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第16条第2項の定めに基づき、書面交付請求をいただいた
株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。
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会社の新株予約権等に関する事項

名　　称
(発行決議日)

新株予約
権 の 数

目的となる
株　式　の
種類及び数

発 行 価 額
(1個当たり)

権利行使時
払 込 金 額
(1株当たり)

権 利 行 使 期 間

第12回新株予約権
(2015年8月6日) 55個 普通株式

5,500株 139,245円 1円 2015年8月22日～
2045年8月21日

第14回新株予約権
(2016年8月5日) 87個 普通株式

8,700株 170,565円 1円 2016年8月24日～
2046年8月23日

第16回新株予約権
(2017年8月4日) 65個 普通株式

6,500株 204,667円 1円 2017年8月24日～
2047年8月23日

第18回新株予約権
(2018年8月3日) 83個 普通株式

8,300株 254,202円 1円 2018年8月23日～
2048年8月22日

第19回新株予約権
(2018年8月3日) 1,443個 普通株式

144,300株 無償 2,939円 2020年8月23日～
2027年8月22日

第20回新株予約権
(2019年8月7日) 107個 普通株式

10,700株 253,761円 1円 2019年8月23日～
2049年8月22日

第21回新株予約権
(2019年8月7日) 1,871個 普通株式

187,100株 無償 2,908円 2021年8月23日～
2028年8月22日

第22回新株予約権
(2020年8月7日) 4,441個 普通株式

444,100株 無償 3,328円 2023年8月25日～
2029年8月24日

第23回新株予約権
(2021年8月6日) 4,721個 普通株式

472,100株 無償 3,210円 2024年8月24日～
2030年8月23日

第24回新株予約権
(2022年6月29日) 3,579個 普通株式

357,900株 無償 2,641円 2025年7月20日～
2031年7月19日

第25回新株予約権
(2023年6月29日) 5,440個 普通株式

544,000株 無償 2,931円 2026年7月19日～
2032年7月18日

第26回新株予約権
(2024年6月27日) 5,465個 普通株式

546,500株 無償 3,255円 2027年7月17日～
2033年7月16日

会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度の末日に当社役員が保有する新株予約権等の内容の概要

①　新株予約権の概要

－ 1 －
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会社の新株予約権等に関する事項

名　　称
(発行決議日) 保 有 者 数 保 有 数 目的となる株式の数

第12回新株予約権
(2015年8月6日) 取締役（監査等委員を除く） 1名 55個 5,500株

第14回新株予約権
(2016年8月5日) 取締役（監査等委員を除く） 1名 87個 8,700株

第16回新株予約権
(2017年8月4日) 取締役（監査等委員を除く） 1名 65個 6,500株

第18回新株予約権
(2018年8月3日) 取締役（監査等委員を除く） 2名 83個 8,300株

第19回新株予約権
(2018年8月3日) 取締役（監査等委員を除く） 2名 181個 18,100株

第20回新株予約権
(2019年8月7日) 取締役（監査等委員を除く） 3名 94個 9,400株

第21回新株予約権
(2019年8月7日)

取締役（監査等委員を除く）
取締役（監査等委員）

3名
1名

207個
40個

20,700株
4,000株

第22回新株予約権
(2020年8月7日) 取締役（監査等委員を除く） 3名 350個 35,000株

第23回新株予約権
(2021年8月6日) 取締役（監査等委員を除く） 3名 350個 35,000株

第24回新株予約権
(2022年6月29日) 取締役（監査等委員を除く） 5名 416個 41,600株

第25回新株予約権
(2023年6月29日) 取締役（監査等委員を除く） 5名 575個 57,500株

第26回新株予約権
(2024年6月27日) 取締役（監査等委員を除く） 5名 600個 60,000株

②　当社役員が保有する新株予約権の状況

(注)1. 上記には、子会社取締役及び執行役員として付与された新株予約権を含んでおります。
2. 監査等委員である取締役が保有する新株予約権は、子会社の執行役員在任中に付与されたものでありま

す。

－ 2 －
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した内容（「内部統制シ
ステムの整備に関する基本方針」）は次のとおりであります。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　当社は、当社グループ全体で共有する「コンプライアンス・プログラム」を制定し、そ
の枠組みの中で「コンプライアンス行動指針」を定める。
②　当社は、当社グループのリスクマネジメント及びコンプライアンス全体を統括する「リ
スク・コンプライアンス委員会」を設置し、当社グループ全体のコンプライアンス・マイ
ンドの向上及びコンプライアンス体制の確立に取り組む。
③　当社は、当社グループ全体を対象とする内部通報窓口を社内及び社外（法律事務所）に
設置し、当社グループの使用人等からの通報による法令に違反するおそれのある事実等の
報告を把握するとともに、公益通報者保護法に基づき通報者が不利益を被ることのない体
制を整備し、未然防止に取り組む。
④　内部統制監査部は、当社グループ各社に対して内部監査を実施し、業務遂行の適正性・
妥当性等を確保する。
⑤　当社グループは、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断す
る。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、法令及び社内規程に従い、取締役の職務の執行に係る文書、記録等を適切に保存
及び管理する。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社は、事業を取り巻くビジネスリスクを含む事業に重大な影響を与えるリスクに対応
するため、リスクマネジメント体制を強化する。
②　当社は、当社グループのリスクマネジメント及びコンプライアンス全体を統括する「リ
スク・コンプライアンス委員会」において、「リスク管理基本方針」等を策定し、当社グ
ループのリスクマネジメントを推進する体制とする。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社は、定例取締役会及び必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項
及び経営に関する重要事項について意思決定を行う体制とする。
②　当社は、子会社が行う重要な業務執行について、「コムシスグループ会社運営基準」に
基づき、当社の経営会議及び取締役会で審議又は報告する体制とする。

（5）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
①　当社は、「コムシスグループ会社運営基準」に基づき、当社グループの主要な子会社で
ある統括事業会社の経営管理を行う。また、統括事業会社は、統括事業会社が直接出資す
る子会社の経営を管理し、当社は統括事業会社が行う経営管理について、必要に応じて指
導及び助言を行うグループ運営体制とする。
②　当社は、「コムシスグループ経営理念」の下、「コムシスグループ行動規範」を定め、
グループ一体で健全かつ適正な事業運営を行うとともに、適宜、統括事業会社を通じてグ
ループ各社へ経営方針、施策等の周知徹底を図る。また、必要に応じてコムシスグループ
社長会を開催し、グループ全体での情報共有を図る。

（6）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委
員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項
　当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を求められた場合には、監査等委員と協
議し、組織の設置又は使用人の配置を行う。当該使用人の人事考課、異動等については、監
査等委員と事前協議の上、実施する。

（7）取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制、その他の監査等委員への報告に関
する体制
①　常勤監査等委員は、取締役会、リスク・コンプライアンス委員会等の当社の重要な会議
及び委員会に定例的に出席し、経営上の重要な情報について随時報告を受けられる体制と
する。
②　当社グループの取締役及び使用人は、当社グループの業務又は業績に影響を与える重要
な事項について、監査等委員に報告を行う体制とする。
③　監査等委員が必要と判断した際には、随時、当社グループの取締役及び使用人に対して
報告を求めることができる体制とする。
④　監査等委員に報告を行った者が、当該事項を報告したことを理由として不当な扱いを受
けないことを確保する体制とする。

－ 4 －
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

（8）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査等委員は、代表取締役社長と定期的に会議を開催し、業務執行の課題等について監
査等委員が意見又は情報を交換できる体制とする。
②　監査等委員は、会計監査人及び内部統制監査部と緊密な連携等を図り、監査等委員会の
策定した監査計画を円滑かつ効果的に実施できる体制とする。
③　監査等委員は、統括事業会社の監査役と定期的に会議を開催し、グループ監査の実効性
を確保する。
④　当社は、監査等委員の職務を執行する上で必要な費用は請求により速やかに支払うもの
とする。

－ 5 －
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内部統制システムの運用状況の概要

内部統制システムの運用状況の概要
（1）内部統制システム全般
　内部統制監査部は、当社グループ各社に対し、業務遂行の適法性・妥当性を確保するため
に、監査計画に基づき内部監査を実施しております。その監査結果については、代表取締役
社長及び監査等委員に報告するとともに、経営会議に報告し、必要に応じて再発防止策等の
協議を実施しております。

（2）コンプライアンス体制
　当社は、当社グループ全体で共有する「コンプライアンス・プログラム」に基づき、「リ
スク・コンプライアンス委員会」を当事業年度におきまして4回開催し、統括事業会社にお
けるコンプライアンス体制・状況等について報告を受けております。また、重要な法令等違
反が発生した場合もしくは発生の恐れがある場合には、各統括事業会社と連携し、調査・是
正・勧告措置を実施しております。
　内部通報体制については、内部通報に関する規程を定め、当社グループ全体を対象とする
通報窓口を社内と社外（法律事務所）に設置しており、法令に違反する恐れのある事実等の
把握に努めております。その通報内容については、必要に応じてリスク・コンプライアンス
委員会に報告しております。

（3）取締役の職務執行
　当社は、当事業年度におきまして定例取締役会を9回開催いたしました。法令で定められ
た事項及び経営に関する重要事項については、事前に経営会議にて議論したうえで、取締役
会に付議しており、取締役会では活発な議論・意見交換がなされ、意思決定及び監督の実効
性の確保に努めております。また、取締役会議事録は、法令及び社内規程に従い、適切に保
存及び管理しております。

－ 6 －
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内部統制システムの運用状況の概要

（4）リスク管理体制
　当社は、当社グループのリスクマネジメントを推進するために「リスク管理基本方針」に
基づき策定した「リスク管理規程」において、リスクマネジメントに関する基本的事項を定
めております。また、当社グループ全体を統括する「リスク・コンプライアンス委員会」を
設置しており、当事業年度におきまして4回開催いたしました。このような体制のもと、日
頃から事業活動に付随するリスクを適切に把握し、危機発生の回避と万一の場合の事前準備
を社会的責任の一つとして受け止め、リスクマネジメント体制の強化に努めております。

（5）グループ会社の経営管理
　当社は、「コムシスグループ会社運営基準」に基づき、当社グループの子会社が行う重要
な業務執行については、当社の経営会議及び取締役会で審議・報告を実施しております。ま
た、統括事業会社は、統括事業会社が直接出資する子会社の経営を管理し、当社は統括事業
会社が行う経営管理について、必要に応じて指導・助言を実施しております。

（6）監査等委員への報告体制
　当社は、監査等委員に対する業務上の重要な事項の報告を適正に実施しており、さらに監
査等委員は取締役及び使用人に対して積極的に必要な報告を求めております。
　監査等委員への重要な事項の報告については、監査等委員が取締役会、経営会議、リス
ク・コンプライアンス委員会等の重要会議及び委員会に定例的に出席し必要な情報を得るほ
か、当社から当社グループの業務または業績に影響を与える重要な事項に関する必要な情報
を報告しております。また、監査等委員は統括事業会社の監査役と定期的に会合を実施し、
連携を強化しているほか、関連する部門へ情報や資料を求め、提供を求められた部門は要請
に基づく情報や資料を適宜提供しております。さらに、監査等委員は代表取締役社長と定例
的な会議の開催や会計監査人・内部統制監査部との緊密な連携等により、業務執行が適正か
つ効率的に実施されているかを常に監視できる体制を築いております。

－ 7 －



2026/05/20 19:07:25 / 25299001_コムシスホールディングス株式会社_招集通知

連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書
( 2025年 4 月 1 日から

2026年 3 月31日まで )
(単位：百万円)

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 10,000 75,487 317,908 △37,347 366,048
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △14,048 △14,048
親会社株主に帰属する
当期純利益 36,307 36,307

自己株式の取得 △11,332 △11,332
自己株式の処分 1,072 2,283 3,355
自己株式の消却 △39,685 39,685 －
連結子会社の自己株式取得
による持分の変動 9 9

連結子会社株式の取得
による持分の増減 19 19

土地再評価差額金の取崩 △5 △5
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） －

連結会計年度中の変動額合計 － △38,584 22,253 30,636 14,305
当期末残高 10,000 36,903 340,162 △6,710 380,354

その他の包括利益累計額
新株

予約権
非支配

株主持分
純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 8,198 △0 △7,339 7,087 7,945 1,106 5,883 380,983
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △14,048
親会社株主に帰属する
当期純利益 36,307

自己株式の取得 △11,332
自己株式の処分 3,355
自己株式の消却 －
連結子会社の自己株式取得
による持分の変動 9

連結子会社株式の取得
による持分の増減 19

土地再評価差額金の取崩 △5
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 6,036 △1 5 5,553 11,594 △69 637 12,162

連結会計年度中の変動額合計 6,036 △1 5 5,553 11,594 △69 637 26,468
当期末残高 14,234 △2 △7,334 12,641 19,539 1,037 6,520 407,451

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結子会社の数 65社
主要な連結子会社の名称 日本コムシス株式会社、サンワコムシスエンジニアリング株式会

社、株式会社ＴＯＳＹＳ、株式会社つうけん、ＮＤＳ株式会社、
株式会社ＳＹＳＫＥＮ、北陸電話工事株式会社、コムシス情報シ
ステム株式会社

非連結子会社の数 28社
主要な非連結子会社の名称 コムエントラスト株式会社

（1）持分法適用会社の数 該当なし

持分法を適用しない非連結子会社の数 28社
持分法を適用しない関連会社の数 17社
主要な会社の名称 コムエントラスト株式会社

連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1.　連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

（2）主要な非連結子会社の名称等

連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。

2.　持分法の適用に関する事項

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用していない理由
　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範
囲から除外しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、藤木鉄工株式会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたって
は、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に発生した連結子会社間の重要な取引については連結
上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。
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満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券
・市場価格のない株式等
　以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

・未成工事支出金 個別法による原価法
・商品 主として移動平均法による原価法
・材料貯蔵品 主として移動平均法による原価法
・仕掛不動産 個別法による原価法
・販売用不動産 個別法による原価法

①　有形固定資産
　（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以
降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります｡
　　建　物　10年～50年
　　構築物　10年～50年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間（主として5年）に基づく定
額法を採用しております。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

4.　会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

②　棚卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております｡

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

－ 10 －
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（3）重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　完成工事補償引当金
　完成工事の瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に
基づいて計上しております。

③　工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事の損失見込額を計上
しております。

④　役員退職慰労引当金
　一部の連結子会社は役員の退職慰労金支給に備えるため、会社内規に基づく期末要支給額を計上して
おります。

⑤　環境対策引当金
　環境対策を目的とした支出に備えるため、当連結会計年度末における支出見込額を計上しておりま
す。

⑥　株式給付引当金
　当社および一部の連結子会社は、株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付に備えるため、当
該株式給付債務の見込額を計上しております。
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（4）収益及び費用の計上基準
顧客との契約については、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しております。

　ステップ１：顧客との契約を識別する
　ステップ２：契約における履行義務を識別する
　ステップ３：取引価格を算定する
　ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

①　工事契約に係る収益認識
工事契約に係る収益には、主に電気通信設備の構築の請負等が含まれており、顧客との工事請負契約

に基づいて工事目的物を引き渡す履行義務等を負っております。これらの契約については、履行義務を
充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。
　なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（インプット法）により
算出しております。
　ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく
短い契約及び重要性が乏しい契約については一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充
足した一時点で収益を認識しております。
　また、履行義務が一定期間にわたり充足される工事契約において、進捗度を合理的に見積ることがで
きない場合、発生した費用のうち顧客から回収できると見込まれる金額を収益として認識する原価回収
基準を採用しております。
　工事契約に係る取引の対価は、顧客の検収が完了した後、概ね３ヶ月以内に受領しており、重要な金
融要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありません。

②　役務・サービス等の提供に係る収益認識
契約上の条件が一時点をもって完了する役務・サービス等の提供に係る契約については契約上の条件

が満たされた時点をもって収益を認識し、契約上の条件が一定期間にわたり役務・サービス等を提供し
続ける契約については、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しております。

役務・サービス等に係る取引の対価は、役務・サービス等の提供完了後、概ね３ヶ月以内に受領して
おり、重要な金融要素は含んでおりません。また、対価の金額が変動しうる重要な変動対価はありませ
ん。
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（5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金
資産の額を控除した額を退職給付に係る負債（ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える場合に
は、退職給付に係る資産）として計上しております。

過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10～
15年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（主として10～16年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ
るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、主として給付算定式基準によっております。

②　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却しております。ただし、金額

が僅少なものについては、発生年度に一括償却しております。
③　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
④　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社及び一部の連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場
合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税
及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。
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表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書関係）

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「棚卸資産廃棄損」は、金額的重
要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「棚卸資産廃棄損」は0百万円であります。
前連結会計年度まで特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「抱合せ株式消滅差益」は、金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の「抱合せ株式消滅差益」は0百万円であります。
前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券評価損」は、金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の「投資有価証券評価損」は34百万円であります。

－ 14 －



2026/05/20 19:07:25 / 25299001_コムシスホールディングス株式会社_招集通知

連結注記表

一定期間にわたり収益を認識する売上高 88,553百万円

貸倒引当金 2,770百万円

会計上の見積りに関する注記
（一定期間にわたり収益を認識する売上高）

当社及び当社の連結子会社は、顧客との契約について履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を
認識しております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（インプット法）に
より算出しており、工事収益総額、工事原価総額及び決算日における進捗度を合理的に見積りを行っておりま
す。

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
収益認識の基礎となる工事原価総額は、工事契約ごとの実行予算を使用して見積りを行っております

が、実行予算の策定にあたっては、必要となる施工内容に応じた外注費及び材料等の調達価格の見積りに
不確実性を伴うため、翌連結会計年度において、工事原価総額の見積りと実際の累積発生原価に重要な乖
離がある場合、又は工事原価総額の見積りに重要な変更が生じた場合に、翌連結会計年度における進捗部
分に係る売上高が適切に反映されない可能性があります。

（貸倒引当金の計上）
子会社に対する貸付金の貸倒損失に備えるため、回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
貸倒引当金の計上にあたっては、財務内容評価法及びキャッシュ・フロー見積法に基づいて回収可能性

を検討し、回収不能見込金額の算出を行っておりますが、それらの見積り要素については不確実性を伴っ
ております。

翌連結会計年度において、見積り額と実際の発生額に重要な乖離がある場合や見積り額に重要な変更が
生じた場合に、翌連結会計年度の損益に影響を与える可能性があります。
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2.　有形固定資産の減価償却累計額 111,204百万円

3.　受取手形割引高 8百万円

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日政令第
119号・最終改正2006年1月27日政令第12号）第2条第4号
に定める評価額に合理的な調整を行って算定しております。

・再評価を行った年月日 2002年3月31日
・再評価を行った土地の期末における
　時価と再評価後の帳簿価額との差額 9,444百万円

連結貸借対照表に関する注記
1.　担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物 36百万円
土地 1,531百万円

計 1,568百万円
（2）担保に係る債務

短期借入金 365百万円

4.　土地の再評価
　連結子会社である日本コムシス株式会社は、土地の再評価に関する法律（1998年3月31日法律第34号・
最終改正2005年7月26日法律第87号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、｢土地再評価差額金」を
純資産の部に計上しております。
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セグメント 用　途 種　類 場　所 減 損 損 失

日本コムシス
グループ

事業用資産 土地・建物等 千葉県千葉市 58

遊休資産 土地 栃木県那須郡 5

遊休資産 土地 北海道美唄市 1

ＮＤＳ
グループ

倉庫 土地・建物 静岡県浜松市 9

事業用資産 建物 愛知県一宮市 2

合　　計 76

連結損益計算書に関する注記
　減損損失

当連結会計年度において、以下のとおり減損損失を計上しております。
（単位：百万円）

　当社グループは、事業用資産については事務所等の管理会計上の区分を基準として資産のグルーピングを行
い、遊休資産については個別の物件ごとにグルーピングを行っております。
　千葉県千葉市の事業用資産については、市場価額が著しく下落した土地・建物等について、帳簿価額を回収可
能価額まで減額しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを
9％で割引いて算出しております。
　栃木県那須郡及び北海道美唄市の遊休資産については、遊休となった土地について、帳簿価額を回収可能価額
まで減額しております。なお、回収可能価額は、固定資産税評価額に基づく正味売却価額により測定しておりま
す。
　静岡県浜松市の倉庫については、処分の意思決定がされた土地・建物等について、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額しております。なお、回収可能価額は、売却の見込額に基づく正味売却価額により測定しております。
　愛知県一宮市の事業用資産については、処分の意思決定がされた建物について、回収可能価額を零として帳簿
価額を減額しております。
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株式の種類 当期首株式数 増　　　　加 減　　　　少 当期末株式数

普通株式（株） 133,000,000 ― 15,000,000 118,000,000

株式の種類 当期首株式数 増　　　　加 減　　　　少 当期末株式数

普通株式（株） 15,301,840 2,881,820 15,885,717 2,297,943

単元未満株式の買取による増加 1,920株
取締役会決議に基づく市場買付による増加 2,613,400株
株式付与ＥＳＯＰ信託口への拠出による増加 266,500株

単元未満株式の買増請求による減少 63株
ストック・オプション行使による減少 514,500株
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 104,654株
自己株式消却 15,000,000株
株式付与ＥＳＯＰ信託口への拠出による減少 266,500株

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1.　発行済株式に関する事項

2.　自己株式に関する事項

(変動事由の概要)
増加数の内訳は、次のとおりであります。

減少数の内訳は、次のとおりであります。
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決　　議 株式の
種　類

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基　準　日 効力発生日

2025年6月27日
定時株主総会 普通株式 7,061 60.00 2025年3月31日 2025年6月30日

2025年11月7日
取締役会 普通株式 6,986 60.00 2025年9月30日 2025年12月3日

決　　議 株式の
種　類

配当の
原　資

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基　準　日 効力発生日

2026年6月26日
定時株主総会 普通株式 利益

剰余金 8,117 70.00 2026年3月31日 2026年6月29日

3.　配当に関する事項
（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年6月26日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

（注）配当金総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式に対する配当金18百万円が含まれておりま
す。

4.　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く｡）の目的となる株式の
種類及び数

 普通株式　　　　　 1,671,000株
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連結貸借対照表計上額 時　価 差　額
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 33,879 33,879 ―
資産計 33,879 33,879 ―

金融商品に関する注記
1.　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、グループファイナンス及び銀行借入によ
り資金を調達しております。
　受取手形及び完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って
おります。
　投資有価証券は主に株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　支払手形・工事未払金等は、ほとんどが1年以内の支払期日であります。
　デリバティブは、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行ってお
りません。

2.　金融商品の時価に関する事項
　2026年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額7,697百万円）は、「有価証券及び投資有価証
券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形・完成工事未収入金等及び
支払手形・工事未払金等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお
ります。

（単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 33,549 ― ― 33,549
　　債券 ― 174 ― 174
　　その他 ― 156 ― 156

資産計 33,549 330 ― 33,879

3.　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
　上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。
　一方で、当社が保有している債券及びその他は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格
とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント

日本コムシス
グループ

サンワコム
シスエンジ
ニアリング
グループ

ＴＯＳＹＳ
グループ

つうけん
グループ

ＮＤＳ
グループ

ＳＹＳＫＥＮ
グループ

通信キャリア 106,227 31,450 25,070 37,438 45,392 23,753
ＩＴソリューション 71,503 - 3,836 9,350 19,501 2,436
社会システム 142,771 1,304 9,561 13,207 29,671 7,100
外部顧客への売上高 320,501 32,755 38,467 59,997 94,565 33,290

計
その他
（注）

合計北陸電話工事
グループ

コムシス
情報システム

グループ

通信キャリア 13,507 - 282,841 - 282,841
ＩＴソリューション 1,771 30,211 138,610 - 138,610
社会システム 3,780 - 207,397 1,809 209,206
外部顧客への売上高 19,059 30,211 628,848 1,809 630,658

収益認識に関する注記
1.　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、人材派遣事業等であります。

　なお、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づくリース収益については、重要性が乏しい
ため、区分せず上表に含めております。
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権(期首残高) 148,246
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 147,373
契約資産(期首残高) 59,524
契約資産(期末残高) 62,497
契約負債(期首残高) 6,961
契約負債(期末残高) 11,564

2.　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「4.　会計方針に関する事項　（4）収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3.　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計
年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に
関する情報

（1）契約資産及び契約負債の残高等
（単位：百万円）

　契約資産は、主に期末時点で履行義務を充足しているがまだ請求していない工事に係る対価に関連するもので
あります。契約資産は、支払に対する権利が無条件になった時点で債権に振り替えられております。
　契約負債は、主に顧客からの未成工事受入金に関連するものであります。
　なお、建設業においては、契約により通常の支払時期が異なり、履行義務を充足する時期との間に明確な関連
性はありません。
　当連結会計年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は、5,994百万円で
あります。
　また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益に重要性はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格に関する情報
　当連結会計年度末において、残存履行義務に配分した取引価格の総額は319,912百万円であり、主に工事契約
に係る取引によるものであります。当該取引は契約の履行に応じ、今後概ね１年にわたって収益認識される予定
です。
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1株当たり純資産額 3,456円24銭
1株当たり当期純利益 311円60銭

（1）　自己株式の取得を行う理由 資本効率の向上と株主還元の充実を目的として、自己
株式の取得を行うものであります。

（2）　取得対象株式の種類 当社普通株式
（3）　取得し得る株式の総数 275万株（上限）
（4）　取得価額の総額 110億円（上限）
（5）　取得期間 2026年5月13日から2027年3月31日まで
（6）　取得の方法 東京証券取引所における市場買付

1株当たり情報に関する注記

（注）株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控
除する自己株式数に含めております(当連結会計年度 266,500株)。また、１株当たり当期純利益の算定
上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております(当連結会計年度 24,095株)。

重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）

当社は、2026年5月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用
される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について次のとおり決議いたしました。
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その他の注記
（株式付与ＥＳＯＰ信託）

当社グループでは、「コムシスグループ2030ビジョン」を策定し、「通信基盤づくり×ＩＴシステムづくり
×社会システムづくり＝無限の可能性で新たな価値を届けるリーディングカンパニー」を当社グループのありた
い姿としております。当社グループの１つ１つの事業を大事にしながら、事業の掛けあわせにより、様々な社会
の課題解決、社会の発展に貢献するグループであり続けます。

ありたい姿の実現に向け、社員のエンゲージメント向上は欠くことのできない重要なテーマのひとつとして位
置付けており、当社は、2025年11月7日開催の取締役会において、従業員の会社業績への貢献意識を高めると
ともに従業員エンゲージメントの向上を目的として、当社及び当社子会社の従業員（以下「対象従業員」といい
ます。）を対象とする株式交付信託を活用した株式交付制度を導入しております。

①取引の概要
本制度は、「株式付与ＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）信託」の仕組みを採用し、予め定

める株式交付規程に基づき、原則として、退職後に対象従業員に対して当社株式及び当社株式の換価処分金
相当額の金銭を交付及び給付するものです。

②信託に残存する当社株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末において1,325
百万円、266,500株であります。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
( 2025年 4 月 1 日から

2026年 3 月31日まで )
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰　余　金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

 当期首残高 10,000 10,000 106,129 116,129 20,342
 事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △14,048
　当期純利益 13,834
　自己株式の取得
　自己株式の処分 1,070 1,070
　自己株式の消却 △39,720 △39,720
　 株主資本以外の項目の事業
　 年度中の変動額（純額)
 事業年度中の変動額合計 － － △38,649 △38,649 △213
 当期末残高 10,000 10,000 67,480 77,480 20,128

株 主 資 本
新株予約権 純 資 産

合 計自己株式 株主資本
合　　計

 当期首残高 △37,388 109,083 1,106 110,190
 事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △14,048 △14,048
　当期純利益 13,834 13,834
　自己株式の取得 △11,332 △11,332 △11,332
　自己株式の処分 2,285 3,355 3,355
　自己株式の消却 39,720 － －
　 株主資本以外の項目の事業
　 年度中の変動額（純額) △69 △69
 事業年度中の変動額合計 30,672 △8,190 △69 △8,259
 当期末残高 △6,715 100,893 1,037 101,930
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
・市場価格のない株式等
　以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

個 別 注 記 表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
1.　資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

2.　固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　定率法を採用しております。
（2）無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（5年）に基づく定額法を採用しております。

3.　引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。
　①退職給付債務見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。なお、当事業年度末では、年金資産の合計額が退職給付債務か
ら未認識数理計算上の差異を控除した金額を超過しているため、当該超過額を前払年金費用（投資その
他の資産）に計上しております。
　②数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、翌事業年度に一括費用処理することとしています。

（3）株式給付引当金
　株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付に備えるため、当該株式給付債務の見込額を計上し
ております。
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短期金銭債権 40,737百万円
長期金銭債権 10百万円
短期金銭債務 62,162百万円
長期金銭債務 1,204百万円

　営業取引による取引高
　　営業収益 15,626百万円
　　営業費用 55百万円
　営業取引以外の取引による取引高 413百万円

4.　収益及び費用の計上基準
　当社の収益は、子会社からの経営管理料及び受取配当金となります。経営管理料においては、契約内
容に応じた役務が提供された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識して
おります。受取配当金においては、配当金の効力発生日以降の受取日をもって収益を認識しておりま
す。

5.　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　グループ通算制度を適用しております。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 0百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高
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　普通株式 2,297,943株
　（うち、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する自己株式） （266,500株）

　繰延税金資産
　　株式報酬費用 64百万円
　　未払金 50百万円
　　未払事業税等 2百万円
　　みなし配当 78百万円
　　その他 0百万円
　　繰延税金資産小計
　　評価性引当金
　　繰延税金資産合計

195
△78

百万円
百万円

117百万円

　繰延税金負債
　　前払年金費用 △0百万円
　　繰延税金負債合計 △0百万円

　繰延税金資産の純額 116百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（2）法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示
に関する取扱い」（実務対応報告第42号  2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計
処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

－ 29 －
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個別注記表

子会社及び関連会社等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （単位：百万円）

属　性 会 社 名 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取 引 金 額

（注）3 科　　目 期 末 残 高
（注）3

子会社 日本コムシス㈱ 直接100％ 経営管理の契約 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 7,981
役員の兼任 配当金受取 5,993
資金の寄託 経営管理料 （注）2 782

子会社 サンワコムシスエンジニアリング㈱ 直接100％ 経営管理の契約 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 13,431
役員の兼任 配当金受取 1,034
資金の受託 利息の支払 （注）1 40

経営管理料 （注）2 98
子会社 ㈱ＴＯＳＹＳ 直接100％ 経営管理の契約 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 6,630

役員の兼任 配当金受取 810
資金の寄託 利息の受取 （注）1 33

経営管理料 （注）2 117
子会社 ㈱つうけん 直接100％ 経営管理の契約 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 6,666

役員の兼任 配当金受取 2,281
資金の受託 経営管理料 （注）2 185

子会社 ＮＤＳ㈱ 直接100％ 経営管理の契約 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 4,354
役員の兼任 配当金受取 1,983
資金の寄託 利息の受取 （注）1 37

経営管理料 （注）2 265
子会社 ㈱ＳＹＳＫＥＮ 直接100％ 経営管理の契約 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 1,156

役員の兼任 配当金受取 447
資金の寄託 経営管理料 （注）2 103

子会社 北陸電話工事㈱ 直接100％ 経営管理の契約 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 1,786
役員の兼任 配当金受取 578
資金の受託 経営管理料 （注）2 66

子会社 コムシス情報システム㈱ 直接100％ 経営管理の契約 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 2,132
役員の兼任 配当金受取 774
資金の寄託 経営管理料 （注）2 107

子会社 コムシスシェアードサービス㈱ 直接100％ 業務の一部委託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 1,445
資金の受託

子会社 東京鋪装工業㈱ 間接100％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 2,357
子会社 ㈱カンドー 間接100％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 8,083
子会社 藤木鉄工㈱ 間接67.0％ 資金の寄託 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 1,401
子会社 コムシスモバイル㈱ 間接100％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 2,209
子会社 コムシスエンジニアリング㈱ 間接100％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 1,785
子会社 コムシス通産㈱ 間接100％ 資金の寄託 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 4,016

利息の受取 （注）1 38
子会社 東京ガスライフバルカンドー㈱ 間接66.5％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 2,548
子会社 ㈱トーシス新潟 間接91.5％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 1,870
子会社 ㈱つうけんアクト 間接100％ 資金の寄託 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 7,941

利息の受取 （注）1 54
子会社 ㈱つうけんアドバンスシステムズ 間接100％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 3,395
子会社 ㈱つうけんアクティブ 間接100％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 2,081
子会社 ㈱エヌディエスリース 間接100％ 資金の寄託 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 3,386
子会社 ＮＤＳソリューション㈱ 間接100％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 2,614

関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.　資金の受託及び寄託に係る金額については、反復かつ継続的に行っているため記載を省略しております。

なお、利息の利率については、市場金利を勘案して決定しております。
2.　基本契約書等に定める役務提供割合に応じて合理的に決定しております。
3.　取引金額には、消費税等を含めておりません。また、期末残高には、消費税等を含めております。
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個別注記表

1株当たり純資産額 872円01銭
1株当たり当期純利益 118円73銭

収益認識に関する注記
　当社の収益は、子会社からの経営管理料及び受取配当金となります。経営管理料においては、契約内容に応じ
た役務が提供された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。受取配
当金においては、配当金の効力発生日以降の受取日をもって収益を認識しております。

1株当たり情報に関する注記

（注）株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控
除する自己株式数に含めております(当連結会計年度 266,500株)。また、１株当たり当期純利益の算定
上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております(当連結会計年度 24,095株)。

重要な後発事象に関する注記
　自己株式の取得について
　　連結注記表の「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。

その他の注記
　株式付与ＥＳＯＰ信託について
　　連結注記表の「その他の注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 31 －


